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文部科学省（一般会計）の業務等の概要

①文部科学省（一般会計）の所掌する業務の概要

文部科学省は、教育の振興及び生涯学習の推進を中核とした豊かな人間性を備えた創造的な人材の育成、学術、ス
ポーツ及び文化の振興並びに科学技術の総合的な振興を図るとともに、宗教に関する行政事務を適切に行うことを任
務とし、具体的には次の事務を行っております。

【生涯学習について】
教育改革の推進を図るため、基本的な政策の企画・立案のほか、国内外の教育事情の調査、情報化などの政策の推

進を図る。また、社会教育の振興、家庭教育の支援のほか、男女共同参画等に関する生涯を通じた多様な学習機会の

整備を行う。さらに、放送大学の整備・充実や専修学校・各種学校教育の振興などに関する事務を行う。

【初等中等教育について】
初等中等教育の振興を図るため、小・中・高等学校、中等教育学校、盲・聾・養護学校、幼稚園の教育課程の基準

の設定、生徒指導、進路指導の充実や海外子女教育等の推進、教科書の検定や無償給与などに関する事務を行う。ま

た、地方教育制度、教育公務員に関する諸制度、学級編制、教職員定数、教職員の給与に関する事務を行う。

【高等教育について】
高等教育の振興を図るため、高等教育に関する基本計画の策定、大学・短期大学・高等専門学校の設置・認可、大

学の入学者選抜や学位授与、学生の厚生指導・奨学、留学生交流の推進などに関する事務を行う。また、私学教育の

振興のため、学校法人の設立認可、学校法人経営の指導・助言、私学助成などに関する事務を行う。

【文教施設について】
社会の変化に適切に対応する文教施設の整備を図るため、学校施設整備や学校用家具に関する指針等の策定、文教

施設整備に対する指導・助言、文教施設の防災対策や公立学校施設の整備及び災害復旧に係る援助及び補助、教育・

学術研究の高度化・多様化に対応する国立学校等の施設整備など、特色ある文教施設づくりに関する事務を行う。

【科学技術・学術について】
科学技術・学術の基本的な政策の企画・立案・推進のほか、研究開発計画の策定や研究評価の推進、研究者・技術

、 、 、 、者の養成 地域における科学技術振興 科学技術の理解増進 国際研究交流などの総合的な政策を推進するとともに

試験研究用原子炉や放射線同位元素等の安全規制や防災対策等に関する事務を行う。

【研究振興について】
ライフサイエンス、情報通信、ナノテクノロジー・材料、量子・放射線研究等の基礎・基盤的研究開発の推進や、

学術機関の整備、学術研究助成をはじめとした学術振興施策の推進とともに、研究成果の活用や産学官連携の推進な

どの施策を総合的に推進する事務を行う。

【研究開発について】
地震・防災、海洋・地球・環境に関する研究開発や南極観測の推進、国際宇宙ステーション計画をはじめとした宇

宙の研究・開発・利用、 計画をはじめとした核融合等の原子力の研究開発といった、大規模プロジェクトを中ITER
心とした研究開発の推進を図るとともに、原子力平和利用等の原子力政策に関する事務を行う。

【スポーツ・青少年について】
学校体育・スポーツの充実、生涯スポーツ社会の実現、競技力の向上や国際競技大会等の開催支援などの各種スポ

ーツ振興施策の推進、児童生徒等の健康教育の充実、青少年教育をはじめとした青少年健全育成施策の推進などに関

する事務を行う。

【国際関係について】
国際交流及び国際協力やユネスコ活動に関する法律に定める日本ユネスコ国内委員会事務局としてユネスコ活動の

振興を図るとともに、 （世界貿易機関）のサービス交渉や自由貿易協定／経済連携協定に関わる交渉などに関すWTO
る事務を行う。

【文化について】
芸術家等の養成や芸術創造活動への助成、地域の文化の振興、国宝・重要文化財、重要有形・無形民俗文化財、史

跡・名勝・天然記念物の指定や無形の文化財の保存・伝承、著作権制度の整備・普及、国語の改善・普及や日本語教

育、国際文化交流の推進、文化施設の整備、アイヌ文化の振興など、文化の振興及び国際文化交流の振興を図るとと

もに、宗教に関する事務を行う。
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平成１６年度末現在

文部科学省定員　　　 　 　　　　２，２０４人
・文部科学省本省内部部局　  １，７３８人
　（特別職６名を含む）
・地方支分部局　　　　　　　　　　　 　　８人
・宇宙開発委員会　　　　　　　　　　　　３人
・文部科学本省所轄機関　　　　　 ２１９人
・文化庁内部部局　　　 　 　　　　　２２９人
・文化庁施設等機関　　　　 　 　　　　 ７人

　 　 　

【審議会等】

【施設等機関】
・国立教育政策研究所

・科学技術政策研究所

【特別の機関】
・日本学士院

・地震調査研究推進本部

【地方支分部局】

②文部科学省（一般会計）の組織及び定員に関する書類

文化庁長官

（５５１人）
大臣官房

大臣政務官

長官官房
（５９人）

事務次官
（１人）

（２人）

（５３人）
文化部

（１０人）

（１５６人）

国際統括官 　
（８人）

生涯学習政策局

初等中等教育局

・水戸原子力事務所

・日本ユネスコ国内委員会

文化財部
（１１６人）

【特別の機関】

（３人）

（７人）
宇宙開発委員会

（０人）

（０人）
スポーツ・青少年局

（９７人）

研究開発局
（１３４人）

（１人）　

（１８３人）

副大臣
（２人）

（２人）
文部科学審議官

科学技術・学術政策局

日本芸術院
（２０９人）

高等教育局

（５４人）

（１５３人）

（１２人）

文部科学大臣
（１人）

研究振興局

（１３２人）

（２５８人）
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③文部科学省における財政資金の流れに関する書類

注：財政資金については主なものを計上している。

〔国立大学法人等〕
・運営費費交付金     　　1,242,172百万円
・施設整備費補助金　 　     63,973百万円
　(含む船舶建造費)

〔独立行政法人〕
・運営費交付金　　        551,117百万円
・施設整備費補助金         33,627百万円
　(含む船舶建造費)
・利 子 補 給 金 　　　  　 9,736百万円
・貸　　付　　金          101,284百万円

平成１６年度
　6,115,821百万円

〔特殊法人等〕
・補助金　　　　         141,566百万円
・施設整備費補助金        12,651百万円

〔民間団体等〕
・補助金　               95,602百万円
・委託費等               14,102百万円

文
部
科
学
省
一
般
会
計

　
 

支
出
済
歳
出
額

〔地方公共団体〕
・義務教育費国庫負担金等　2,647,248百万円
・補助金　　　　　　　　　  245,643百万円
・委託費等　　　　　　　　　 10,883百万円
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④歳入歳出決算の概要

平成１６年度 文部科学省主管（所管）

一般会計歳入歳出決算概要

●歳 入

○収納済歳入額 ７，８８０百万円

内訳の主なもの

・返納金（国庫補助金の返納金等） ５，４２１百万円

・原子力損害賠償補償料収入 ８５４百万円

●歳 出

○支出済歳出額 ６，１１５，８２１百万円

内訳の主なもの

・義務教育費国庫負担金 ２，５４９，３７６百万円

・教育振興助成費 ２，０３９，９７２百万円

・科学技術振興費 ７７５，１３３百万円

○翌年度繰越額 ９３，７０６百万円

○不 用 額 ２５，８９１百万円
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産

貸借対照表
　

（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度 前会計年度 本会計年度

（平成１６年３月３１日） （平成１７年３月３１日） （平成１６年３月３１日） （平成１７年３月３１日）

＜資産の部＞ ＜負債の部＞

現金・預金 257 303 未払金 11 124

有価証券 226 274 保管金等 201 297

未収金 39 99 賞与引当金 1,442 1,465

未収収益 0 0 退職給付引当金 50,578 840,440

前払金 20,901 20,790 その他の債務等 15,449 14,647

前払費用 1 1 　特別会計繰戻未済金 15,449 14,647

貸付金 2,049,157 2,078,028

その他の債権等 18,667 15,894
　

    特定国有財産整備特別会計への前渡不動 2,772 -                        

　拠出金 15,894 15,894

貸倒引当金 △ 1 △ 60

有形固定資産 261,023 267,837
　

　 国有財産（公共用財産を除く） 243,641 245,013
　

　    土地 157,866 196,734
　

　    立木竹 109 112
　 　

　    建物 40,342 12,456
　 　

　    工作物 26,235 7,234
　 　

　    航空機 33 -                        
　 　

　　  建設仮勘定 19,055 28,475
　 　

　 物品 17,382 22,824
　  

無形固定資産 2,026 1,540
　 　

出資金 2,506,715 8,709,280
　 　

　

　

　 　負債合計 67,682 856,975

　 ＜資産・負債差額の部＞

資産・負債差額
4,791,331 10,237,016

　

　 　

　 　

　資産合計 4,859,014 11,093,992 　負債及び資産・負債差額合計 4,859,014 11,093,992
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業務費用計算書

　　（単位：百万円）

前会計年度 本会計年度

自　平成１５年４月　１日 自　平成１６年４月　１日

至　平成１６年３月３１日 至　平成１７年３月３１日

　　人件費 22,856 41,273

　　賞与引当金繰入額 1,442 1,465

　　退職給付引当金繰入額 599 31,141

　　義務教育費国庫負担金 2,611,638 2,421,161

　　補助金等（義務教育費国庫負担金を除く） 1,516,105 1,432,802

　　科学技術試験研究委託費 80,696 41,024

　　委託費（科学技術試験研究委託費を除く） 34,666 63,035

　　独立行政法人運営費交付金 272,962 551,117

　　国立大学法人等運営費交付金 -                              1,242,172

　　交付金（独立行政法人運営費交付金及び国立大学法人等運営費交付金を除く） 3,121 3,015

　　分担金 924 807

　　拠出金 7,287 4,336

　　助成金 228 226

　　国立学校特別会計への繰入 1,465,631 -                              

　　特定国有財産整備特別会計への繰入 2,533 2,308

　  教科書購入費 40,755 40,327

　  庁費等（教科書購入費を除く） 47,347 36,616

　  外国人留学生給与等 30,775 22,396

　  その他の経費 25,177 25,097

　　償還免除損失 11,397 72,412

　　減価償却費 5,347 8,354

　　貸倒引当金繰入額 1 58

　　資産処分損益 231 △ 28,405

　　出資金評価損 15,857 204,731

　　　　本年度業務費用合計 6,197,588 6,217,478
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資産・負債差額増減計算書

（単位：百万円）

前 会 計 　年 度 本 会 計 年 度

自 平成１５年４月 １日 　 自 平成１６年４月 １日

至 平成１６年３月３１日 　 至 平成１７年３月３１日

Ⅰ　前年度末資産・負債差額 4,810,823 4,791,331

Ⅱ　本年度業務費用合計 △ 6,197,588 △ 6,217,478

Ⅲ　財源 6,290,641 6,115,882

主管の財源 18,728 7,941

配賦財源 6,271,913 6,107,941

Ⅳ　無償所管換等 △ 112,543 5,547,281

Ⅴ　その他資産・負債差額の増減 △ 0 △ 0

Ⅵ　本年度末資産・負債差額 4,791,331 10,237,016
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区分別収支計算書
　 （単位：百万円）

前 会 計 年 度 本 会 計 年 度

自 平 成 １ ５ 年 ４ 月 １ 日 自 平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日

至 平 成 １ ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 至 平 成 １ ７ 年 ３ 月 ３ １ 日

Ⅰ　業務収支
　 １　 財源
　　　　 　主管の収納済歳入額 20,673 7,880
　　　　 　配賦財源 6,271,913 6,107,941
　　　  財源合計 6,292,586 6,115,821

　 ２　 業務支出
　   （１） 業務支出（施設整備支出を除く）
　　　　　  　人件費 △ 27,894 △ 116,356
　　　　　　  義務教育費国庫負担金 △ 2,611,638 △ 2,421,161
　　　　　  　補助金等（義務教育費国庫負担金を除く） △ 1,516,105 △ 1,432,802
　　　　　  　科学技術試験研究委託費 △ 80,696 △ 41,024
　　　　　  　委託費（科学技術試験研究委託費を除く） △ 34,666 △ 63,035
　　　　　  　独立行政法人運営費交付金 △ 272,962 △ 551,117
　　　　　  　国立大学法人等運営費交付金 -                           △ 1,242,172
　　　　　　　　   交付金（独立行政法人運営費交付金及び国立大学法人等運営費交付金を除く） △ 3,121 △ 3,015
　　　　　  　分担金 △ 924 △ 807
　　　　　  　拠出金 △ 7,287 △ 4,336
　　　　　  　助成金 △ 228 △ 226
　　　　　  　国立学校特別会計への繰入 △ 1,465,631 -                           
　　　　　  　産業投資特別会計社会資本整備勘定への繰入 0 △ 801
　　　　　  　貸付による支出 △ 95,026 △ 101,284
　　　　　  　教科書購入の支出 △ 40,290 △ 40,217
　　　　　  　庁費等（教科書購入の支出を除く）の支出 △ 50,275 △ 37,105
　　　　　  　外国人留学生給与等の支出 △ 30,775 △ 22,396
　　　　　  　その他の支出 △ 25,177 △ 25,097
　 　　  　業務支出（施設整備支出を除く）合計 △ 6,262,703 △ 6,102,958
　
　   （２） 施設整備支出  
　　　　　  　土地に係る支出 △ 397 △ 251
　　　　　  　立木竹に係る支出 △ 9 △ 13
　　　　　  　建物に係る支出 △ 10,145 △ 2,244
　　　　　  　工作物に係る支出 △ 5,527 △ 933
　　　　　  　建設仮勘定に係る支出 △ 13,803 △ 9,419
　 　　  　施設整備支出合計 △ 29,882 △ 12,863

　    　 業務支出合計 △ 6,292,586 △ 6,115,821

   　 業務収支 - -

Ⅱ　財務収支

   　 財務収支 - -

 本年度収支 - -

 翌年度歳入繰入 - -

    その他歳計外現金・預金本年度末残高 257 303
  

 本年度末現金・預金残高 257 303
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注　記

１．重要な会計方針
　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　・満期保有目的有価証券については、個別法による償却原価法によっている。
　　　
　　（２）有形固定資産の減価償却の方法
　　　　 ①建物、工作物、航空機
　　　　　　定率法により減価償却を行っている。

　　　　 ②物品
　　　　　　定額法により減価償却を行っている。
　　　
　　（３）無形固定資産の減価償却の方法
　　　　 ①ソフトウェア
　　　 　　 利用可能期間に基づく定額法により減価償却を行っている。　
　　　
　　（４）引当金の計上基準及び算定方法
　　　　 ①貸倒引当金
　　 　　　 債権の貸倒れによる損失に備えるため、債権ごとの回収可能性を勘案して回収不能見込額を計上している。

　　　　 ②賞与引当金
　　 　　　 職員の賞与の支払に備えるため支給見込額のうち当該年度に帰属する額を下記の計算方法により計上している。
　　　 　 　期末手当・・・翌年度期末手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６　　　
　　　　 　 勤勉手当・・・翌年度勤勉手当予算額×６月期支給割合／年間支給割合×４／６　　　
　　　
　　　　 ③退職給付引当金
　　　　　・退職給付引当金
　　　　　　職員の退職金の支払いに備えるため期末自己都合要支給額を下記により計上している。　　　
　　　　　　勤続年数階層毎人員数×平均俸給額×自己都合退職手当支給率　　
　　　
　　　　　・整理資源退職給付引当金
　　 　　　 国家公務員共済年金のうち整理資源に係る引当金としては、将来給付見込額の割引現在価値を計上している。

　　　　　・遺族補償年金引当金
　　 　　　 遺族補償年金の支払に備えるため下記により計上している。
　　　 　 　支給率×平均給与×割引率　　
　　　
　　（５）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
　　　　　・消費税等の会計処理は税込方式によっている。

　　　

２．重要な会計方針の変更
　　（１） 国家公務員災害補償年金に係る引当金算定の割引率の変更

３．偶発債務
　　（１）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの。

 （単位：百万円）
名称等（訴訟名等） 金額 事件番号 概要（簡単な説明、今後の予定等）

教科書裁判に係る 1 平成１４年（オ）第１６１５号 教科書原稿に検定意見を付されたことにより執筆者が損害賠償を請求

損害賠償請求訴訟 平成１４年（受）第１６５４号 したもの

最高裁 平成１０年４月２２日第一審（２０万円支払判決）
平成１４年５月２９日第二審（全面勝訴）、最高裁で係争中
 

教科書裁判に係る 3 平成１６年（行ツ）第２１号 中学校に就学した生徒とその親らが社会科の教科書を使った授業を履

損害賠償請求訴訟 平成１６年（行ヒ）第２５号 修する義務がないことの確認、社会科の教科書の内容の是正及び損害

最高裁 賠償を求めたもの
平成１５年１０月１日第二審（全面勝訴）、最高裁で係争中

偽証を幇助したとされる 15 平成１６年（ワ）第２９５７号 過去の民事訴訟において被告が偽証をし、当該偽証を神奈川県及び

損害賠償請求訴訟 横浜地方裁判所 国が幇助したとして損害賠償を請求されたもの
平成１７年７月２１日第３回口頭弁論

研修事業中の事故に係る 207 平成１４年（ワ）第４８号 冬山研修会において、研修生らが山頂付近で休憩中、巨大な雪庇が崩

損害賠償請求訴訟 富山地裁 壊し、研修生が死亡したことにより遺族が損害賠償を求めたもの。
第一審係争中

中国残留婦人及び中国残留孤児に係る 62,991 平成１３年（ワ）第２６２６１号 中国残留邦人に対する国の施策が不十分であるなどとして、衆議院、

損害賠償請求訴訟 東京地裁 法務省、外務省、厚生労働省及び国土交通省と共に損害賠償を請求

他２８件 されたもの

公立学校共済組合運営審議会 4 平成１７年（行ウ）第７７号 全日本教職員組合が、公立学校共済組合運営審議会委員及び

委員任命処分取消等請求訴訟 東京地裁 公立学校共済組合理事の任命の取り消し等を求めたもの
第一審係争中

不法行為に係る 0 平成１５年（ワ）第３４号 法人化以前の横浜国立大学の職員の不法行為について、

損害賠償請求訴訟 平成１６年（ワ）第１１０号 使用者責任等を問い、損害賠償を請求されたもの。

さいたま地裁 第一審係争中

合計 63,222
 
　　　
　　（２）保証債務及び損失補償債務負担額
　　　　 翌年度以降への繰越保証債務額
　　　　 （原子力事業者損失補償）
　　　

　　　　　従来、国家公務員災害補償年金に係る引当金（退職給付引当金）については、平均給与の上昇率を2.5％、割引率を4.0％として算出

１，７０６，０００百万円

　　　　　していたが、本年度より、平均給与の上昇率を2.1％、割引率を3.2％をして算出している。
　　　　　この変更は、平均給与の上昇率及び割引率の指標としている厚生年金及び国民年金の財政再計算で用いられている長期的な賃金
　　　　　上昇率及び長期的な運用利回りが変更されたことに伴い行ったものである。
　　　　　この変更により、前年度の前年度末資産・負債差額が37百万円減少、退職給付引当金が34百万円増加、退職給付引当金繰入額が
　　　　　3百万円減少している。
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４．翌年度以降支出予定額
　　（１）歳出予算の繰越
　　　　 歳出予算の繰越債務負担額

　　（２）国庫債務負担行為
　　　　 国庫債務負担行為による繰越債務負担額

５．追加情報
　　（１）出納整理期間

　　　　 の計数をもって会計年度末の計数としている。　　　

　　（２）貸倒引当金を計上している債権の徴収可能性に係る重大な懸念

　　（４）特定国有財産整備特別会計への繰入額及び無償所管換等

　　（５）各財務書類における表示科目の説明

　　　①貸借対照表

　　　　 ○「現金・預金」には、
　　　　　　・教科書を発行する際に、発行者が納付する保証金等
　　　　　　・日本学士院において、市中銀行へ預け入れている預金

　　　　 ○「有価証券」には、日本学士院において保有する、地方債、社債、政府保証債及び国債を計上している。
　
　　　　 ○「未収金」には、損害賠償金債権及び延滞金債権等を計上している。

　　　　　　ないものを計上している。　 

　　　　 ○「前払金」には、当該年度に概算払いをし、未だ提供されていない教科書の既支払額を計上している。

　　　　 ○「前払費用」には、未だ提供されていない自動車賠償責任保険の既支払額を計上している。

　　　　　　 り、学資金の貸与に要する資金を無利息で貸し付けた額を計上している。

　　　　 ○「その他の債権等」には、放送大学学園への政府拠出金を計上している。

　　　　 ○「貸倒引当金」には、「未収金」の損害賠償金債権等に係る回収不能見込額を計上している。

　　　　 ○「土地」には、本省庁舎敷地（東京都千代田区）等を計上している。

　　　　 ○「立木竹」には、研究交流センター（茨城県つくば市）等の樹木を計上している。

　　　　 ○「建物」には、六ヶ所村保障措置センター（青森県上北郡六ヶ所村）等を計上している。

　　　　 ○「工作物」には、東海保障措置センター（茨城県那珂郡東海村）等に附帯する冷暖房装置等を計上している。

　　　　　　を計上している。

　　　　 ○「物品」には、試験及び測定機器、電気機器等を計上している。
　

　　　　 ○「無形固定資産」には、電話加入権及びソフトウェアを計上している。

　  　　　　 法人等及び特殊法人等に対する出資額を計上している。

　　　　 ○「未払金」には、児童手当、公務災害補償費及び遺族補償年金の未払分を計上している。

　　　　　　上している。

　　　　 ○「賞与引当金」には、職員の賞与の支払に備えるため、支給見込額のうち当期に負担する金額を計上している。

　　　　　　分）を計上している。

　　　　 ○「その他の債務等」には、産業投資特別会計への繰戻未済金を計上している。
　　　　　　

○「退職給付引当金」には、退職給付引当金、遺族補償年金引当金（国家公務員災害補償法に基づく補償のうち、職員が死亡し
た場合に支給される年金）及 び整理資源（国家公務員共済年金のうち、昭和３４年１０月前の恩給公務員期間にかかる給付

○「貸付金」には、独立行政法人日本学生支援機構が行う業務のうち、独立行政法人日本学生支援機構法第２２条第１項の規定によ

○「建設仮勘定」には、将来的に国の資産となる建設中の建物等であって、主に新国立美術館等の年度末時点における既支払額

○「出資金」には、国有財産として管理されている政府出資等のうち、国が政策目的をもって保有している独立行政法人、国立大学

○「保管金等」には、資産計上されている「現金・預金」の見合い額のうち、教科書を発行する際、発行者が納付する保証金等を計

　　　８５，８００百万円

　　１９１，１７３百万円

予算決算及び会計令第３条及び第４条により出納整理期間が設けられており、出納整理期間中の現金の受払い等を終了した後

　　　　債　 権 　名　　損害賠償金債権

　　　　金　　　　 額　　５９百万円

　　（３）業務費用計算書における収益の計上
　　　　「貸倒引当金繰入額」において、貸倒引当金の戻入益（貸倒引当金減少額）１百万円が計上されている。

場合でも、特定国有財産整備特別会計への繰入については、文部科学省一般会計での業務費用への計上はしていない。本年度
から、特定国有財産整備特別会計への繰入を財務省一般会計から行ったもののうち、完成後の施設を文部科学省が引き継ぐ場合は、
特定国有財産整備特別会計への繰入を、文部科学省一般会計の業務費用として計上している。この変更は、省庁別財務書類の作成に
おける特定国有財産整備特別会計への繰入額に係る考え方が変更されたために行ったものである。この変更により、前年度の特定

　　　　 国有財産整備特別会計への繰入額が２，５３３百万円増加し、無償所管換等が同額増加している。

○「未収収益」には、日本学士院において保有する有価証券及び預金の利息のうち、当該年度に帰属し、未だ対価の支払を受けてい

　　　　「資産処分損益」において、都市再開発法に基づく権利変換の際に生じた資産評価益　３２，１７９百万円が計上されている。

前年度は、特定国有財産整備特別会計への繰入を財務省一般会計から行ったもののうち、完成後の施設を文部科学省が引き継ぐ

　　　　懸念の内容　　債務者は東京地方裁判所から破産宣告を受け破産手続き中であり、かつ債務超過状態にある。
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　　　②業務費用計算書

　　　　 ○「人件費」には、
　　　　　　・職員基本給及び職員諸手当等
　　　　　　・非常勤職員の手当
　　　　　　・国家公務員共済組合負担金、基礎年金国家公務員共済組合負担金を計上している。

　　　　 ○「賞与引当金繰入額」には、６月支給の期末手当及び勤勉手当の支給見込額のうち当該年度に帰属する部分を計上している。

　　　　　　   

　　　　　　 ジー・材料等に関する調査研究及び科学技術関係人材の養成に関する調査研究のための委託費を計上している。

　　　　　　補助金等に該当しないものの額のうち、科学技術試験研究委託費を除いた委託費を計上している。

　　　　　　該当しないものの額のうち、独立行政法人へ交付される運営費交付金を計上している。

　　　　　　運営費交付金を除いた交付金を計上している。

　　　　　   うち、分担金を計上している。

　　　 　　　うち、拠出金を計上している。

　　　　　　 うち、助成金を計上している。

              費を計上している。

　　　　 ○「庁費等（教科書購入費を除く）」には、物件費や施設費等を計上している。
　
　　　　 ○「外国人留学生給与等」には、国費及び私費外国人留学生に係る経費として給与等を計上している。

　　　　 ○「その他の経費」には、旅費や諸謝金等を計上している。

              したこと等により、貸付金の償還を免除した貸付金額を計上している。

　　　　 ○「減価償却費」には、有形固定資産及び無形固定資産に係る減価償却額を計上している。

　　　　 ○「貸倒引当金繰入額」には、「未収金」の損害賠償金債権等に係る回収不能見込額を計上している。

　　　　　　を計上している。

　　　　 ○「出資金評価損」には、日本原子力研究所及び核燃料サイクル開発機構への出資金に係る強制評価減の額を計上している。

　　　③資産・負債差額増減計算書

　　　　 ○「前年度末資産・負債差額」には、平成１５年度末の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

　　　　 ○「本年度業務費用合計」には、業務費用計算書の計算結果である「本年度業務費用合計」の額を計上している。

　　　　 ○「配賦財源」には、一般会計の歳出の支出済歳出額と主管の歳入の収納済歳入額の差額を計上している。

              計上している。

　　　　　　を計上している。

　　　　 ○「本年度末資産・負債差額」には、平成１６年度末の貸借対照表の「資産・負債差額」の額を計上している。

○「無償所管換等」には、他省庁との有形固定資産の無償所管換、業務委託先からの物品の所有権移転、法人解散及び新法人
設立に伴う出資金の増減、特定国有財産整備特別会計への前渡不動産減少額、同特別会計への繰入額、国立学校特別会計
廃止による退職給付引当金及び未払金の承継額、整理資源に係る退職給付引当金の再計算に係る差額、実測と帳簿との差額等を

○「その他資産・負債差額の増減」には、日本学士院における現金・預金の減少額及び日本学士院における有価証券の増加額等

○「交付金（独立行政法人運営費交付金及び国立大学法人等運営費交付金を除く）」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に

○「分担金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額の

○「拠出金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額の

○「助成金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額の

係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額のうち、独立行政法人運営費交付金及び国立大学法人等

　　　　　　補助金等に該当するものの額のうち、義務教育費国庫負担金を除いた額を計上している。

○「科学技術試験研究委託費」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該

　　　　　　国有財産貸付収入等の収入額を計上している。

    　 　 ○「特定国有財産整備特別会計への繰入」には、特定国有財産整備特別会計法第３条の規定による繰入額を計上している。

○「教科書購入費」には、「義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律」第１条及び「義務教育諸学校の教科用図書の無
償措置に関する法律」第３条の規定により、国・公・私立の義務教育諸学校の全児童生徒に対し、無償で給付する教科書購入

○「償還免除損失」には、独立行政法人日本学生支援機構法第２２条１項の規定により、独立行政法人日本学生支援機構に貸し付
けた学資金の貸与に要する資金について、独立行政法人日本学生支援機構が本人の死亡等により貸与した資金の返還を免除

○「資産処分損益」には、有形固定資産の除却に伴い生じた損益及び都市再開発法に基づく権利変換の際に生じた資産評価損益

○「主管の財源」には、弁償及び返納金、独立行政法人教員研修センター納付金、独立行政法人日本スポーツ振興センター納付金、

○「国立大学法人等運営費交付金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に
              該当しないものの額のうち、国立大学法人及び大学共同利用機関法人へ交付される運営費交付金を計上している。　　　  

○「退職給付引当金繰入額」には、退職手当、国家公務員災害補償年金及び整理資源に係る、当該年度に発生した退職給付費
　　　　　　用の増加額を計上している。

○「義務教育費国庫負担金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当
する額のうち、義務教育費国庫負担法（昭和２７年法律第３０３号）第２条による、教職員の給与及び報酬等に要する経費等の

　　　　　　国庫負担金を計上している。

○「補助金等（義務教育費国庫負担金を除く）」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する

当しないものの額のうち、科学技術重要分野の研究開発を推進するためライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロ

○「委託費（科学技術試験研究委託費を除く）」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する

○「独立行政法人運営費交付金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に
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　　　④区分別収支計算書

　　　　 ○「配賦財源」には、文部科学省一般会計の歳出の支出済歳出額と主管の歳入の収納済歳入額の差額を計上している。

　　　　 ○「人件費」には、
　　　　　　・職員基本給及び職員諸手当等
　　　　　　・非常勤職員の手当
　　　　　　・国家公務員共済組合負担金、基礎年金国家公務員共済組合負担金を計上している。

　　　　　　国庫負担金の支出額を計上している。

　 　　　　  補助金等に該当するものの額のうち、義務教育費国庫負担金を除いた支出額を計上している。

　　　　　　補助金等に該当しないものの額のうち、科学試験研究委託費を除いた委託費の支出額を計上している。

　　　　　　該当しないものの額のうち、独立行政法人へ交付される運営費交付金の支出額を計上している。

　　　　　   うち、分担金の支出額を計上している。

　　　　　　うち、拠出金の支出額を計上している。

　　　　　　うち、助成金の支出額を計上している。

　　　　　　の規定により学資金の貸与に要する資金を無利息で貸し付けるための支出額を計上している。

　　　　 ○「庁費等（教科書購入費を除く）の支出」には、物件費や施設費等の支出額を計上している。
　
　　　　 ○「外国人留学生給与等の支出」には、国費及び私費外国人留学生に係る経費として給与等の支出額を計上している。

　　　　 ○「その他の支出」には、旅費や諸謝金等の支出額を計上している。

　　　　 ○「施設整備支出」には、当該年度の有形固定資産（物品を除く。）の取得による支出額を計上している。

　　　　 ○「業務収支」には、財源の合計と業務支出の合計の差額を計上している。
　 　

　　　　 ○「その他歳計外現金・預金本年度残高」には、
　　　　　　・教科書の発行者が納付した教科書発行保証金等の当該年度末残高
　　　　　　・日本学士院が保有している現金・預金の当該年度末残高を計上している。

　　　　 ○「本年度末現金・預金残高」には、区分別収支計算書の結果として「本年度末現金・預金残高」を計上している。

　　（６）その他各省庁の財務内容を理解するために特に必要と考えられる情報

　　　①単位未満の計数の切り捨て及び１００万円未満の計数の表示等

　　　　 ・金額の単位は１００万円単位とし、単位未満は切り捨てているため、合計は一致しないことがある。
　　　　 ・１００万円未満の計数がある場合には「０」で表示し、該当計数が皆無の場合には「－」で表示している。

　　　②重要な過年度の会計処理の誤謬の修正(P)

　　　　 ○固定資産等の計上に誤謬があったため、

　　　　　　　差額が３，４７８百万円減少している。
　　　　　　・業務費用計算書の前年度合計額が７２９百万円減少している。

               している。
・区分別収支計算書の前年度業務支出（施設整備支出を除く）合計が３百万円減少し、前年度施設整備支出合計が同額増加

○「教科書購入の支出」には、「義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律」第１条及び「義務教育諸学校の教科用図書
の無償措置に関する法律」第３条の規定により、国・公・私立の義務教育諸学校の全児童生徒に対し、無償で給付する教科書

　　　　　　購入に係る支出額を計上している。

・資産・負債差額増減計算書の前々年度末資産・負債差額が４，２４８百万円増加し、前年度無償所管換等が４０百万円減少している。

・貸借対照表の前年度末資産合計が３，５８８百万円減少し、前年度負債合計が１０９百万円減少した結果、前年度末資産・負債

　　　　　　
○「交付金（独立行政法人運営費交付金及び国立大学法人等運営費交付金を除く）」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に

○「分担金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額の

○「拠出金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額の

係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額のうち、独立行政法人運営費交付金及び国立大学法人等
　　　　　　運営費交付金を除いた交付金の支出額を計上している。

○「委託費（科学技術試験研究委託費を除く）」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する

○「独立行政法人運営費交付金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に

○「国立大学法人等運営費交付金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当
　　　　　  しないものの額のうち、国立大学法人及び大学共同利用機関法人へ交付される運営費交付金の支出額を計上している。

○「補助金等（義務教育費国庫負担金を除く）」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する

○「科学技術試験研究委託費」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該
当しないものの額のうち、科学技術重要分野の研究開発を推進するためライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・

　　　　　　材料等に関する調査研究及び科学技術関係人材の養成に関する調査研究のための委託費の支出額を計上している。

○「主管の収納済歳入額」には、弁償及び返納金、独立行政法人教員研修センター納付金、独立行政法人日本スポーツ振興センター
　　　　　　納付金、国有財産貸付収入等の収入額を計上している。

○「義務教育費国庫負担金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当
する額のうち、義務教育費国庫負担法（昭和２７年法律第３０３号）第２条による、教職員の給与及び報酬等に要する経費等の

○「助成金」には、「補助金等に係る予算の執行の適正化に係る法律」第２条第１項で規定する補助金等に該当しないものの額の

○ 「 産 業 投 資 特 別 会 計 社 会 資 本 整 備 勘 定 へ の 繰 入 」 に は 、 産 業 投 資 特 別 会 計 へ の 繰 戻 未 済 金 の 当 期 繰 戻 額 を 計 上
　　　　　　している。

○「貸付による支出」には、独立行政法人日本学生支援機構が行う業務のうち、独立行政法人日本学生支援機構法第２２条第１項
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附属明細書

１．貸借対照表の内容に関する明細

(1)資産項目の明細

①有価証券の明細
　 満期保有目的有価証券の増減の明細 （単位：百万円）

種類 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 償却原価法に基づく増減額 強制評価減 本年度末残高
地方債 120 48 -                        -                          -                        168
社債 86 -                        16 -                          -                        70 　
政府保証債 20 -                        -                        -                          -                        20
国債 -                           16 -                        -                          -                        16
合計 226 64 16 -                          -                        274

　 市場価格のある有価証券の時価等の明細 （単位：百万円）
銘柄 株式数 取得原価 時価 貸借対照表計上額

地方債 1,680,000 168 176 168
社債 700,000 70 70 70 　
政府保証債 200,000 20 20 20
国債 160,000 16 16 16
合計 2,740,000 274 283 274

②未収金の明細 （単位：百万円）
内容 相手先 本年度末残高

損害賠償金債権 法人A、個人A 92
延滞金債権 法人B、個人A 4 　
加算金債権 法人B 1
返納金債権 法人C、個人B　他 0
合計 99

③貸付金の明細 （単位：百万円）
貸付先 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度末残高 貸付事由等

独立行政法人 2,049,157 101,284 72,412 2,078,028
独立行政法人日本学生支援機構法第22条第1項の業務に要
する資金を無利息で貸し付けたもの。日本学生支援機構

④その他の債権等の明細 （単位：百万円）
債権の種類 相手先 　本年度末残高 債権の内容等

拠出金 放送大学学園 15,894
法人設立に伴う
政府拠出金

⑤固定資産の明細 （単位：百万円）

区分 前年度末残高 本年度増加額 本年度減少額 本年度減価償却額 評価差額（本年度発生分） 本年度末残高

有形固定資産
　(行政財産) 237,809                  124,198               122,075               1,122                    － 238,810               
　 　土地 157,866                  103,478               65,275                 -                          － 196,068               
　 　立木竹 104                       39                      36                      -                          － 107                     
　 　建物 35,035                    7,635                   34,728                 554                       － 7,388                   
　 　工作物 25,715                    3,624                   22,001                 568                       － 6,770                   
　 　航空機 33                         -                        33                      -                          － -                        
　 　建設仮勘定 19,055                    9,419                   -                        -                          － 28,475                 
　(普通財産) 5,831                     55,680                 55,005                 303                       － 6,202                   　
　 　土地 -                           54,203                 53,537                 -                          － 665                     
　 　立木竹 4                           8                        7                        -                          － 5                        
　 　建物 5,307                     27                      27                      238                       － 5,068                   
　 　工作物 519                       1,440                   1,432                   64                        － 463                     
　物品 17,382                    11,829                 43                      6,343                    － 22,824                 
小計　 261,023                  191,707               177,123               7,770                    － 267,837               
無形固定資産
　 電話加入権 60                         -                        -                        -                          － 60                      
　 ソフトウェア 1,966                     143                     45                      584                       － 1,480                   
小計　 2,026                     143                     45                      584                       － 1,540                   
合計　 263,050                  191,850               177,169               8,354                    － 269,377               

⑥出資金の明細
　 市場価格のない出資金の増減の明細 （単位：百万円）

種類 前年度末残高 評価差額の戻入 本年度増加額 本年度減少額
評価差額

（本年度発生分） 強制評価減 本年度末残高 　 　 　 　

特殊法人等    
日本原子力研究所 271,626 -                      -                   -                   -                     114,893 156,733
核燃料サイクル開発機構 258,817 -                      -                   -                   -                     89,838 168,979
海洋科学技術センター 98,779 -                      -                   98,779 -                     -                   -                   
日本私立学校振興・共済事業団
（助成勘定） 48,969 -                      -                   -                   -                     -                   48,969
独立行政法人
国立特殊教育総合研究所 6,048 -                      -                   -                   -                     -                   6,048
大学入試センター 11,591 -                      -                   -                   -                     -                   11,591
国立オリンピック記念青少年総合センタ 83,077 -                      -                   -                   -                     -                   83,077
国立女性教育会館 3,615 -                      -                   -                   -                     -                   3,615
国立青年の家 21,435 -                      -                   -                   -                     -                   21,435
国立少年自然の家 24,425 -                      -                   -                   -                     -                   24,425
国立国語研究所 -                   -                      10,614 -                   -                     -                   10,614
国立科学博物館 73,943 -                      -                   -                   -                     -                   73,943
物質・材料研究機構 76,459 -                      -                   -                   -                     -                   76,459
防災科学技術研究所 40,365 -                      18,536 -                   -                     -                   58,902
放射線医学総合研究所 33,648 -                      -                   -                   -                     -                   33,648
国立美術館 33,648 -                      12,299 -                   -                     -                   45,948
国立博物館 72,692 -                      13,554 -                   -                     -                   86,246
文化財研究所 17,166 -                      -                   -                   -                     -                   17,166
教員研修センター 3,891 -                      -                   -                   -                     -                   3,891
理化学研究所 234,305 -                      -                   -                   -                     -                   234,305
宇宙航空研究開発機構 544,401 -                      -                   -                   -                     -                   544,401
科学技術振興機構
（文献情報提供勘定） 4,819 -                      -                   -                   -                     -                   4,819
（一般勘定） 99,747 -                      -                   -                   -                     -                   99,747
日本芸術文化振興会 246,819 -                      -                   -                   -                     -                   246,819
日本学術振興会 1,063 -                      -                   -                   -                     -                   1,063
日本スポーツ振興センター
（一般勘定） 195,356 -                      -                   -                   -                     -                   195,356
海洋研究開発機構 -                   -                      84,210 -                   -                     -                   84,210
日本学生支援機構 -                   -                      100 -                   -                     -                   100
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（単位：百万円）

種類 前年度末残高 評価差額の戻入 本年度増加額 本年度減少額
評価差額

（本年度発生分） 強制評価減 本年度末残高 　 　 　 　

国立大学財務・経営センター
（一般勘定） -                   -                      9,601 -                   -                     -                   9,601
大学評価・学位授与機構 -                   -                      7,470 -                   -                     -                   7,470
メディア教育開発センター -                   -                      4,838 -                   -                     -                   4,838
国立高等専門学校機構 -                   -                      278,385 -                   -                     -                   278,385
国立大学法人等
北海道大学 -                   -                      154,899 -                   -                     -                   154,899
北海道教育大学 -                   -                      41,257 -                   -                     -                   41,257
室蘭工業大学 -                   -                      13,355 -                   -                     -                   13,355
小樽商科大学 -                           -                      3,692 -                   -                     -                   3,692
帯広畜産大学 -                           -                      4,462 -                   -                     -                   4,462
旭川医科大学 -                           -                      1,027 -                   -                     -                   1,027
北見工業大学 -                           -                      4,333 -                   -                     -                   4,333
弘前大学 -                           -                      25,532 -                   -                     -                   25,532
岩手大学 -                           -                      54,414 -                   -                     -                   54,414
東北大学 -                           -                      180,269 -                   -                     -                   180,269
宮城教育大学 -                           -                      22,019 -                   -                     -                   22,019
秋田大学 -                           -                      20,413 -                   -                     -                   20,413
山形大学 -                           -                      52,838 -                   -                     -                   52,838
福島大学 -                           -                      27,051 -                   -                     -                   27,051
茨城大学 -                           -                      38,843 -                   -                     -                   38,843
筑波大学 -                           -                      232,964 -                   -                     -                   232,964
宇都宮大学 -                           -                      73,686 -                   -                     -                   73,686
群馬大学 -                           -                      35,622 -                   -                     -                   35,622
埼玉大学 -                           -                      66,780 -                   -                     -                   66,780
千葉大学 -                           -                      150,906 -                   -                     -                   150,906
東京大学 -                           -                      1,003,620 -                   -                     -                   1,003,620
東京医科歯科大学 -                           -                      75,956 -                   -                     -                   75,956
東京外国語大学 -                           -                      41,317 -                   -                     -                   41,317
東京学芸大学 -                           -                      165,199 -                   -                     -                   165,199
東京農工大学 -                           -                      85,173 -                   -                     -                   85,173
東京芸術大学 -                           -                      56,399 -                   -                     -                   56,399
東京工業大学 -                           -                      179,557 -                   -                     -                   179,557
東京海洋大学 -                           -                      104,913 -                   -                     -                   104,913
お茶の水女子大学 -                           -                      80,784 -                   -                     -                   80,784
電気通信大学 -                           -                      37,969 -                   -                     -                   37,969
一橋大学 -                           -                      157,843 -                   -                     -                   157,843
横浜国立大学 -                           -                      97,494 -                   -                     -                   97,494
新潟大学 -                           -                      65,910 -                   -                     -                   65,910
長岡技術科学大学 -                           -                      14,207 -                   -                     -                   14,207
上越教育大学 -                           -                      14,526 -                   -                     -                   14,526
富山大学 -                           -                      36,962 -                   -                     -                   36,962
富山医科薬科大学 -                           -                      5,596 -                   -                     -                   5,596
金沢大学 -                           -                      58,646 -                   -                     -                   58,646
福井大学 -                           -                      50,704 -                   -                     -                   50,704
山梨大学 -                           -                      34,321 -                   -                     -                   34,321
信州大学 -                           -                      47,094 -                   -                     -                   47,094
岐阜大学 -                           -                      52,997 -                   -                     -                   52,997
静岡大学 -                           -                      49,262 -                   -                     -                   49,262
浜松医科大学 -                           -                      5,317 -                   -                     -                   5,317
名古屋大学 -                           -                      72,592 -                   -                     -                   72,592
愛知教育大学 -                           -                      43,693 -                   -                     -                   43,693
名古屋工業大学 -                           -                      28,576 -                   -                     -                   28,576
豊橋技術科学大学 -                           -                      18,443 -                   -                     -                   18,443
三重大学 -                           -                      17,485 -                   -                     -                   17,485
滋賀大学 -                           -                      20,315 -                   -                     -                   20,315
滋賀医科大学 -                           -                      14,099 -                   -                     -                   14,099
京都大学 -                           -                      244,529 -                   -                     -                   244,529
京都教育大学 -                           -                      35,509 -                   -                     -                   35,509
京都工芸繊維大学 -                           -                      29,750 -                   -                     -                   29,750
大阪大学 -                           -                      258,139 -                   -                     -                   258,139
大阪外国語大学 -                           -                      11,520 -                   -                     -                   11,520
大阪教育大学 -                           -                      75,174 -                   -                     -                   75,174
兵庫教育大学 -                           -                      12,418 -                   -                     -                   12,418
神戸大学 -                           -                      121,839 -                   -                     -                   121,839
奈良教育大学 -                           -                      15,976 -                   -                     -                   15,976
奈良女子大学 -                           -                      28,793 -                   -                     -                   28,793
和歌山大学 -                           -                      27,327 -                   -                     -                   27,327
鳥取大学 -                           -                      35,248 -                   -                     -                   35,248
島根大学 -                           -                      38,808 -                   -                     -                   38,808
岡山大学 -                           -                      69,834 -                   -                     -                   69,834
広島大学 -                           -                      147,251 -                   -                     -                   147,251
山口大学 -                           -                      16,235 -                   -                     -                   16,235
徳島大学 -                           -                      46,744 -                   -                     -                   46,744
鳴門教育大学 -                           -                      13,221 -                   -                     -                   13,221
香川大学 -                           -                      24,927 -                   -                     -                   24,927
愛媛大学 -                           -                      36,175 -                   -                     -                   36,175
高知大学 -                           -                      26,546 -                   -                     -                   26,546
福岡教育大学 -                           -                      25,725 -                   -                     -                   25,725
九州大学 -                           -                      146,537 -                   -                     -                   146,537
九州工業大学 -                           -                      41,620 -                   -                     -                   41,620
佐賀大学 -                           -                      47,360 -                   -                     -                   47,360
長崎大学 -                           -                      56,293 -                   -                     -                   56,293
熊本大学 -                           -                      66,954 -                   -                     -                   66,954
大分大学 -                           -                      31,061 -                   -                     -                   31,061
宮崎大学 -                           -                      41,521 -                   -                     -                   41,521
鹿児島大学 -                           -                      70,987 -                   -                     -                   70,987
鹿屋体育大学 -                           -                      6,317 -                   -                     -                   6,317
琉球大学 -                           -                      14,872 -                   -                     -                   14,872
政策研究大学院大学 -                           -                      17,506 -                   -                     -                   17,506
北陸先端科学技術大学院大学 -                           -                      16,017 -                   -                     -                   16,017
奈良先端科学技術大学院大学 -                           -                      18,814 -                   -                     -                   18,814
総合研究大学院大学 -                           -                      4,143 -                   -                     -                   4,143
筑波技術短期大学 -                           -                      11,579 -                   -                     -                   11,579
高岡短期大学 -                           -                      4,079 -                   -                     -                   4,079 　
人間文化研究機構 -                           -                      25,945 -                   -                     -                   25,945
自然科学研究機構 -                           -                      75,038 -                   -                     -                   75,038
高エネルギー加速器研究機構 -                           -                      50,435 -                   -                     -                   50,435
情報・システム研究機構 -                           -                      36,317 -                   -                     -                   36,317
合計 2,506,715 -                      6,506,074 98,779 -                     204,731 8,709,280
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ー

　 市場価格のない出資金の純資産額等の明細 （単位：百万円）

出資先
 出資金額 資産 負債 純資産額 資本金 一般会計から

の出資額
出資割合 純資産額によ

る算出額
貸借対照表

計上額
使用財務諸表（国有財産

台帳価格） (A) (B) (C=A-B) (D) (E) (F=E/D)% (G=C×F)
特殊法人等
日本原子力研究所 271,626 284,367 127,335 157,031 1,947,506 1,943,978 99.81 156,733 156,733 行政ｺｽﾄ計算書

核燃料サイクル開発機構 258,817 544,248 193,595 350,652 3,016,150 1,453,543 48.19 168,979 168,979 行政ｺｽﾄ計算書

日本私立学校振興・共済事業団
（助成勘定） 48,969 677,148 619,571 57,576 48,969 48,969 100.00 57,576 48,969 法定財務諸表

独立行政法人
国立特殊教育総合研究所 6,048 7,587 454 7,132 6,048 6,048 100.00 7,132 6,048 法定財務諸表

大学入試センター 11,591 14,304 1,479 12,824 11,591 11,591 100.00 12,824 11,591 法定財務諸表

国立オリンピック記念青少年総合センタ 83,077 80,791 2,546 78,245 83,077 83,077 100.00 78,245 83,077 法定財務諸表

国立女性教育会館 3,615 2,887 119 2,768 3,615 3,615 100.00 2,768 3,615 法定財務諸表

国立青年の家 21,435 21,770 628 21,142 21,435 21,435 100.00 21,142 21,435 法定財務諸表

国立少年自然の家 24,425 24,164 998 23,166 24,425 24,425 100.00 23,166 24,425 法定財務諸表

国立国語研究所 10,614 10,933 341 10,592 10,614 10,614 100.00 10,592 10,614 法定財務諸表

国立科学博物館 73,943 81,932 2,320 79,612 73,943 73,943 100.00 79,612 73,943 法定財務諸表

物質・材料研究機構 76,459 107,346 27,561 79,785 76,459 76,459 100.00 79,785 76,459 法定財務諸表

防災科学技術研究所 58,902 94,808 15,142 79,665 58,902 58,902 100.00 79,665 58,902 法定財務諸表

放射線医学総合研究所 33,648 46,551 16,283 30,268 33,648 33,648 100.00 30,268 33,648 法定財務諸表

国立美術館 45,948 88,219 1,915 86,304 45,948 45,948 100.00 86,304 45,948 法定財務諸表

国立博物館 86,246 174,882 5,147 169,735 86,246 86,246 100.00 169,735 86,246 法定財務諸表

文化財研究所 17,166 19,526 1,138 18,388 17,166 17,166 100.00 18,388 17,166 法定財務諸表

教員研修センター 3,891 5,451 1,001 4,450 3,891 3,891 100.00 4,450 3,891 法定財務諸表

理化学研究所 234,305 274,104 50,904 223,199 247,227 234,305 94.77 211,526 234,305 法定財務諸表

宇宙航空研究開発機構 544,401 793,737 320,958 472,779 544,408 544,401 99.99 472,732 544,401 法定財務諸表

科学技術振興機構
（文献情報提供勘定） 4,819 22,251 2,455 19,796 92,134 20,676 22.44 4,442 4,819 法定財務諸表

（一般勘定） 99,747 139,326 55,262 84,064 99,747 99,747 100.00 84,064 99,747 法定財務諸表

日本芸術文化振興会 246,819 257,574 3,715 253,858 246,819 246,819 100.00 253,858 246,819 法定財務諸表

日本学術振興会 1,063 3,694 2,705 988 1,063 1,063 100.00 988 1,063 法定財務諸表

日本スポーツ振興センター
（一般勘定） 195,356 203,910 2,684 201,225 195,356 195,356 100.00 201,225 195,356 法定財務諸表

海洋研究開発機構 84,210 114,998 38,122 76,876 84,215 84,210 99.99 76,868 84,210 法定財務諸表

日本学生支援機構 100 3,859,929 3,796,083 63,846 100 100 100.00 63,846 100 法定財務諸表

国立大学財務・経営センター
（一般勘定） 9,601 10,205 842 9,363 9,601 9,601 100.00 9,363 9,601 法定財務諸表

大学評価・学位授与機構 7,470 8,219 923 7,295 7,470 7,470 100.00 7,295 7,470 法定財務諸表

メディア教育開発センター 4,838 7,019 2,308 4,711 4,838 4,838 100.00 4,711 4,838 法定財務諸表

国立高等専門学校機構 278,385 298,349 36,296 262,052 278,385 278,385 100.00 262,052 278,385 法定財務諸表

国立大学法人等
北海道大学 154,899 260,472 101,465 159,006 154,899 154,899 100.00 159,006 154,899 法定財務諸表

北海道教育大学 41,257 45,610 5,272 40,338 41,257 41,257 100.00 40,338 41,257 法定財務諸表

室蘭工業大学 13,355 16,638 3,870 12,767 13,355 13,355 100.00 12,767 13,355 法定財務諸表

小樽商科大学 3,692 6,258 2,533 3,724 3,692 3,692 100.00 3,724 3,692 法定財務諸表

帯広畜産大学 4,462 7,510 3,171 4,338 4,462 4,462 100.00 4,338 4,462 法定財務諸表

旭川医科大学 1,027 31,198 28,185 3,013 1,027 1,027 100.00 3,013 1,027 法定財務諸表

北見工業大学 4,333 8,710 4,648 4,062 4,333 4,333 100.00 4,062 4,333 法定財務諸表

弘前大学 25,532 61,784 34,065 27,719 25,532 25,532 100.00 27,719 25,532 法定財務諸表

岩手大学 54,414 60,479 6,787 53,692 54,414 54,414 100.00 53,692 54,414 法定財務諸表

東北大学 180,269 320,556 132,742 187,814 180,269 180,269 100.00 187,814 180,269 法定財務諸表

宮城教育大学 22,019 23,831 2,276 21,554 22,019 22,019 100.00 21,554 22,019 法定財務諸表

秋田大学 20,413 41,914 19,801 22,113 20,413 20,413 100.00 22,113 20,413 法定財務諸表

山形大学 52,838 81,063 25,768 55,294 52,838 52,838 100.00 55,294 52,838 法定財務諸表

福島大学 27,051 30,481 3,871 26,610 27,051 27,051 100.00 26,610 27,051 法定財務諸表

茨城大学 38,843 47,962 9,833 38,128 38,843 38,843 100.00 38,128 38,843 法定財務諸表

筑波大学 232,964 285,222 50,274 234,948 232,964 232,964 100.00 234,948 232,964 法定財務諸表

宇都宮大学 73,686 78,569 6,212 72,357 73,686 73,686 100.00 72,357 73,686 法定財務諸表

群馬大学 35,622 79,596 41,451 38,145 35,622 35,622 100.00 38,145 35,622 法定財務諸表

埼玉大学 66,780 75,617 10,411 65,206 66,780 66,780 100.00 65,206 66,780 法定財務諸表

千葉大学 150,906 189,692 38,361 151,330 150,906 150,906 100.00 151,330 150,906 法定財務諸表

東京大学 1,003,620 1,298,897 261,525 1,037,372 1,003,620 1,003,620 100.00 1,037,372 1,003,620 法定財務諸表

東京医科歯科大学 75,956 152,770 69,316 83,454 75,956 75,956 100.00 83,454 75,956 法定財務諸表

東京外国語大学 41,317 46,566 4,874 41,692 41,317 41,317 100.00 41,692 41,317 法定財務諸表

東京学芸大学 165,199 169,634 4,895 164,739 165,199 165,199 100.00 164,739 165,199 法定財務諸表

東京農工大学 85,173 95,778 11,503 84,274 85,173 85,173 100.00 84,274 85,173 法定財務諸表

東京芸術大学 56,399 70,509 10,837 59,672 56,399 56,399 100.00 59,672 56,399 法定財務諸表

東京工業大学 179,557 223,711 43,681 180,030 179,557 179,557 100.00 180,030 179,557 法定財務諸表

東京海洋大学 104,913 107,439 5,704 101,734 104,913 104,913 100.00 101,734 104,913 法定財務諸表

お茶の水女子大学 80,784 85,308 4,973 80,334 80,784 80,784 100.00 80,334 80,784 法定財務諸表

電気通信大学 37,969 43,668 6,658 37,009 37,969 37,969 100.00 37,009 37,969 法定財務諸表

一橋大学 157,843 176,158 19,336 156,821 157,843 157,843 100.00 156,821 157,843 法定財務諸表

横浜国立大学 97,494 108,146 12,845 95,300 97,494 97,494 100.00 95,300 97,494 法定財務諸表

新潟大学 65,910 123,776 52,759 71,017 65,910 65,910 100.00 71,017 65,910 法定財務諸表

長岡技術科学大学 14,207 18,437 5,206 13,230 14,207 14,207 100.00 13,230 14,207 法定財務諸表

上越教育大学 14,526 16,341 2,200 14,141 14,526 14,526 100.00 14,141 14,526 法定財務諸表

富山大学 36,962 44,147 9,103 35,044 36,962 36,962 100.00 35,044 36,962 法定財務諸表

富山医科薬科大学 5,596 26,223 19,139 7,083 5,596 5,596 100.00 7,083 5,596 法定財務諸表

金沢大学 58,646 156,126 75,401 80,725 58,646 58,646 100.00 80,725 58,646 法定財務諸表

福井大学 50,704 73,442 20,646 52,795 50,704 50,704 100.00 52,795 50,704 法定財務諸表

山梨大学 34,321 56,857 20,051 36,806 34,321 34,321 100.00 36,806 34,321 法定財務諸表

信州大学 47,094 103,476 54,131 49,344 47,094 47,094 100.00 49,344 47,094 法定財務諸表

岐阜大学 52,997 135,594 81,384 54,210 52,997 52,997 100.00 54,210 52,997 法定財務諸表

静岡大学 49,262 62,557 13,652 48,905 49,262 49,262 100.00 48,905 49,262 法定財務諸表

浜松医科大学 5,317 22,709 14,904 7,805 5,317 5,317 100.00 7,805 5,317 法定財務諸表

名古屋大学 72,592 203,980 119,736 84,243 72,592 72,592 100.00 84,243 72,592 法定財務諸表

愛知教育大学 43,693 46,752 3,206 43,546 43,693 43,693 100.00 43,546 43,693 法定財務諸表

名古屋工業大学 28,576 37,652 9,767 27,885 28,576 28,576 100.00 27,885 28,576 法定財務諸表

豊橋技術科学大学 18,443 23,513 5,572 17,940 18,443 18,443 100.00 17,940 18,443 法定財務諸表

三重大学 17,485 46,777 26,774 20,003 17,485 17,485 100.00 20,003 17,485 法定財務諸表

滋賀大学 20,315 23,336 3,520 19,816 20,315 20,315 100.00 19,816 20,315 法定財務諸表

滋賀医科大学 14,099 34,256 17,975 16,280 14,099 14,099 100.00 16,280 14,099 法定財務諸表

京都大学 244,529 383,799 133,605 250,193 244,529 244,529 100.00 250,193 244,529 法定財務諸表

京都教育大学 35,509 36,956 1,941 35,014 35,509 35,509 100.00 35,014 35,509 法定財務諸表

京都工芸繊維大学 29,750 35,949 6,515 29,433 29,750 29,750 100.00 29,433 29,750 法定財務諸表
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（単位：百万円）

出資先
 出資金額 資産 負債 純資産額 資本金 一般会計から

の出資額
出資割合 純資産額によ

る算出額
貸借対照表

計上額
使用財務諸表（国有財産

台帳価格） (A) (B) (C=A-B) (D) (E) (F=E/D)% (G=C×F)
大阪大学 258,139 416,052 151,797 264,254 258,139 258,139 100.00 264,254 258,139 法定財務諸表

大阪外国語大学 11,520 13,952 2,797 11,155 11,520 11,520 100.00 11,155 11,520 法定財務諸表

大阪教育大学 75,174 77,552 4,412 73,140 75,174 75,174 100.00 73,140 75,174 法定財務諸表

兵庫教育大学 12,418 14,197 2,467 11,729 12,418 12,418 100.00 11,729 12,418 法定財務諸表

神戸大学 121,839 196,717 72,664 124,052 121,839 121,839 100.00 124,052 121,839 法定財務諸表

奈良教育大学 15,976 17,691 1,905 15,786 15,976 15,976 100.00 15,786 15,976 法定財務諸表

奈良女子大学 28,793 33,115 4,817 28,297 28,793 28,793 100.00 28,297 28,793 法定財務諸表

和歌山大学 27,327 31,937 5,609 26,327 27,327 27,327 100.00 26,327 27,327 法定財務諸表

鳥取大学 35,248 73,883 34,256 39,627 35,248 35,248 100.00 39,627 35,248 法定財務諸表

島根大学 38,808 57,364 18,173 39,191 38,808 38,808 100.00 39,191 38,808 法定財務諸表

岡山大学 69,834 121,714 49,248 72,465 69,834 69,834 100.00 72,465 69,834 法定財務諸表

広島大学 147,251 201,244 54,054 147,190 147,251 147,251 100.00 147,190 147,251 法定財務諸表

山口大学 16,235 61,227 43,122 18,105 16,235 16,235 100.00 18,105 16,235 法定財務諸表

徳島大学 46,744 100,040 52,689 47,350 46,744 46,744 100.00 47,350 46,744 法定財務諸表

鳴門教育大学 13,221 14,971 2,281 12,689 13,221 13,221 100.00 12,689 13,221 法定財務諸表

香川大学 24,927 49,611 21,834 27,776 24,927 24,927 100.00 27,776 24,927 法定財務諸表

愛媛大学 36,175 74,105 37,436 36,668 36,175 36,175 100.00 36,668 36,175 法定財務諸表

高知大学 26,546 52,823 23,444 29,379 26,546 26,546 100.00 29,379 26,546 法定財務諸表

福岡教育大学 25,725 28,307 2,623 25,684 25,725 25,725 100.00 25,684 25,725 法定財務諸表

九州大学 146,537 330,696 148,074 182,621 146,537 146,537 100.00 182,621 146,537 法定財務諸表

九州工業大学 41,620 50,788 9,936 40,852 41,620 41,620 100.00 40,852 41,620 法定財務諸表

佐賀大学 47,360 75,701 26,744 48,956 47,360 47,360 100.00 48,956 47,360 法定財務諸表

長崎大学 56,293 88,274 27,179 61,095 56,293 56,293 100.00 61,095 56,293 法定財務諸表

熊本大学 66,954 112,358 46,462 65,896 66,954 66,954 100.00 65,896 66,954 法定財務諸表

大分大学 31,061 51,312 17,606 33,705 31,061 31,061 100.00 33,705 31,061 法定財務諸表

宮崎大学 41,521 60,207 16,000 44,207 41,521 41,521 100.00 44,207 41,521 法定財務諸表

鹿児島大学 70,987 102,778 29,422 73,355 70,987 70,987 100.00 73,355 70,987 法定財務諸表

鹿屋体育大学 6,317 7,139 1,112 6,026 6,317 6,317 100.00 6,026 6,317 法定財務諸表

琉球大学 14,872 40,197 23,740 16,457 14,872 14,872 100.00 16,457 14,872 法定財務諸表

政策研究大学院大学 17,506 28,311 9,597 18,713 17,506 17,506 100.00 18,713 17,506 法定財務諸表

北陸先端科学技術大学院大学 16,017 21,566 5,445 16,121 16,017 16,017 100.00 16,121 16,017 法定財務諸表

奈良先端科学技術大学院大学 18,814 26,711 8,178 18,533 18,814 18,814 100.00 18,533 18,814 法定財務諸表

総合研究大学院大学 4,143 4,960 771 4,189 4,143 4,143 100.00 4,189 4,143 法定財務諸表

筑波技術短期大学 11,579 12,286 1,001 11,284 11,579 11,579 100.00 11,284 11,579 法定財務諸表

高岡短期大学 4,079 5,038 995 4,042 4,079 4,079 100.00 4,042 4,079 法定財務諸表

人間文化研究機構 25,945 66,483 18,807 47,675 25,945 25,945 100.00 47,675 25,945 法定財務諸表

自然科学研究機構 75,038 153,346 80,850 72,495 75,038 75,038 100.00 72,495 75,038 法定財務諸表

高エネルギー加速器研究機構 50,435 109,445 45,441 64,003 50,435 50,435 100.00 64,003 50,435 法定財務諸表

情報・システム研究機構 36,317 50,768 14,630 36,137 36,317 36,317 100.00 36,137 36,317 法定財務諸表
合計 8,914,011 17,359,552 8,132,838 9,226,714 13,447,471 11,796,946 9,017,660 8,709,280

　 強制評価減済の出資先明細 　

　（下記、出資先法人については、上記「市場価格のない出資金の
　  純資産額等の明細」の「出資金（国有財産台帳価格）」の欄において、
　  出資金額ではなく、強制評価減実施後の価額を計上しております。）

（単位：百万円）

出資先
 出資金額

平成１６年度
増減額

強制評価減実施年度（国有財産台
帳価格）

日本原子力研究所 1,943,978 － １３年度及び１６年度
核燃料サイクル開発機構 1,453,543 － １３年度及び１６年度
科学技術振興機構 　
  (文献情報提供勘定) 20,676 － １５年度
　

(２)負債項目の明細

①未払金の明細 （単位：百万円）
内容 相手先 本年度末残高

児童手当 職員 3
公務災害補償費 職員、国立大学法人等職員 50 　
遺族補償年金 遺族補償年金受給者 69
合計 124

②その他の債務等の明細 （単位：百万円） 　
債務の種類 相手先 　本年度末残高

特別会計繰戻未済金 産業投資特別会計 14,647
　

合計 14,647

２．業務費用計算書の内容に関する明細

(1)組織別の業務費用の明細 （単位：百万円）
文部科学本省 所轄機関 文化庁 合計

人件費 38,072 1,526                   1,673                   41,273                   
賞与引当金繰入額 1,144 160                     160                     1,465                    
退職給付引当金繰入額 30,960 107                     73                      31,141                   
義務教育費国庫負担金 2,421,161 -                        -                        2,421,161               
補助金等（義務教育費国庫負担金を除く） 1,395,293 -                        37,508                 1,432,802               
科学技術試験研究委託費 41,024 -                        -                        41,024                   
委託費（科学技術試験研究委託費を除く） 62,938 -                        96                      63,035                   
独立行政法人運営費交付金 523,413 -                        27,703                 551,117                 
国立大学法人等運営費交付金 1,242,172 -                        -                        1,242,172               
交付金（独立行政法人運営費交付金及び
国立大学法人等運営費交付金を除く）

3,014 1                        -                        3,015                    

分担金 695 0 111                     807                       
拠出金 4,279 -                        57                      4,336                    
助成金 -                           -                        226                     226                       
特定国有財産整備特別会計への繰入 2,308 -                        -                        2,308                    
教科書購入費 40,327 -                        -                        40,327                   
庁費等（教科書購入費を除く） 17,245 1,872                   17,499                 36,616                   
外国人留学生給与等 22,396 -                        -                        22,396                   
その他の経費 19,263 872                     4,962                   25,097                   
償還免除損失 72,412 -                        -                        72,412                   
減価償却費 7,670 208                     475                     8,354                    
貸倒引当金繰入額 58 -                        -                        58                        
資産処分損益 △ 29,780 138                     1,236                   △ 28,405
出資金評価損 204,731 -                        -                        204,731                 
本年度業務費用合計 6,120,805 4,888                   91,785                 6,217,478               
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(２)補助金等の明細 （単位：百万円）

内容 相手先 金額 支出目的

義務教育費国庫
負担金

都道府県 2,421,161
義務教育費国庫負担法（昭和２７年法律第３０３号）
第２条による、教職員の給与及び報酬等に要する経
費等の国庫負担

　 　

義務教育費国庫負担金の計 2,421,161

負担金

都道府県 128,215
公立養護学校整備特別措置法（昭和３１年法律第１
５２号）第５条による、教職員の給与及び報酬等に要
する経費等の国庫負担

地方公共団体 82,296
義務教育諸学校施設費国庫負担法（昭和３３年法律
第８１号）第３条による、小中学校校舎整備等に要す
る経費の国庫負担他

補助金

日本私立学校振興・共済事業団等 318,509

私立学校振興助成法（昭和５０年法律第６１号）第４
条による、私立の大学・短大・高専の教育条件の維
持及び向上並びに私立大学等に在学する学生に係
る修学上の経済的負担の軽減を図るとともに、私立
大学等の経営の健全性を高め、もって私立大学等
の健全な発達に資するため、教育又は研究に係る
経常的経費に対する補助他

独立行政法人日本学術振興会等 169,288 我が国の学術の振興に寄与するため研究者が自発
的に計画する基礎的研究のうち、我が国の学術の
動向に即して、特に重要なものに対する研究費等の
補助

都道府県等 97,043
私立学校振興助成法（昭和５０年法律第６１号）第９
条による、都道府県が行う私立の小学校、中学校、
中等教育学校、高等学校、盲学校、聾学校、養護学
校及び幼稚園の経常費の助成を促進するための都
道府県に対するその費用の一部補助

国立大学法人等 63,306
国立大学法人等の教育研究施設の整備に要する経
費に対する補助

地方公共団体 62,135 地震防災対策特別措置法（平成７年法律第１１１号）
第４条第１項による、公立小中学校校舎の地震補強
に要する経費の補助他

日本私立学校振興・共済事業団 46,967
私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）
第３５条第１項による、日本私立学校振興・共済事業
団が納付する基礎年金拠出金の一部補助

特殊法人日本原子力研究所 38,672
日本原子力研究所が行う原子力の開発に関する研
究等に要する経費に対する補助

研究代表者等 33,931 世界最高水準の大学を育成し我が国の科学技術の
水準向上に必要な研究拠点形成に要する経費に対
する補助

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 33,463
独立行政法人宇宙航空研究開発機構の業務を遂行
するために必要な国際宇宙ステーション計画に参加
するための日本の実験棟及びその運用システムに
関する研究開発事業に要する経費に対する補助

特殊法人日本原子力研究所 32,485
日本原子力研究所の運営に必要な役職員給与及び
管理費等の経費に対する補助

地方公共団体 22,323
「日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用
による社会資本の整備の促進に関する特別措置法」
第４条に該当する公立学校施設整備に対して行う公
立学校施設整備資金貸付金等の償還金に相当する
金額の当該貸付金等の対象とした事業に係る補助

学校法人等 21,725
学校法人（準学校法人を含む）が設置する学校が校
舎等の改造工事や教育・研究施設、装置の整備に
要する経費に対する補助他

文化財の所有者等 18,101
文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第３５条の
１による、国宝・重要文化財等の保存修理、防災施
設等に要する経費の一部補助他
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内容 相手先 金額 支出目的

補助金

地方公共団体 18,087
幼稚園に就園する園児の保護者で所得が低い者に
対して地方公共団体が行う就園奨励事業に必要な
経費の補助

地方公共団体 15,196
文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）第１２９条
による、史跡名勝天然記念物の指定に係る土地又
は建造物その他の土地の定着物で保有のため特に
買い取る必要があると認められるものを買い取る場
合に要する経費の一部補助

地方公共団体 14,364
就学困難な児童及び生徒に係る就学奨励について
の国の援助に関する法律（昭和３１年法律第４０号）
第２条による、就学困難な児童生徒への、学用品費
等の給与を行うために要する経費に対する補助他

交付金

保護者等 448
盲学校、聾学校及び養護学校への就学奨励に関す
る法律（昭和２９年法律第１４４号）第２条による、盲・
聾・養護学校への就学にあたって必要となる経費を
保護者等に支給し、経済的負担の軽減を行い、就学
を奨励するために交付

補給金 独立行政法人日本学生支援機構

9,736 独立行政法人日本学生支援機構法（平成１５年法律
第９４号）第２３条による、有利子奨学金に係る利子
補給

上記以外の補助金等（「補助金等に係る予算の執行の適正化に関す
る法律」第２条第１項で規定する補助金等）

206,501

補助金等（義務教育費国庫負担金を除く）の計 1,432,802

補助金等の合計 3,853,963
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都道府県等 1,378

3,019

委託費の計 104,059

独立行政法人宇宙航空研究開発機構 137,297

独立行政法人科学技術振興機構 94,715

独立行政法人国立高等専門学校機構 71,178

(３)委託費等の明細 （単位：百万円）

内容 相手先 金額 支出目的

科学技術試験研
究委託費

民間団体等 41,024
科学技術重要分野の研究開発を推進するためライ
フサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材
料等に関する試験研究及び科学技術関係人材の養
成に関する調査研究のための経費

科学技術試験研究委託費の計 41,024

委託費

地方公共団体、民間団体等 34,183 総合科学技術会議の方針に沿って科学技術の振興
に必要な重要事項の総合推進調整を行うための経
費

都道府県等 9,469
憲法第２６条の定める教育の機会均等の精神に沿っ
て、我が国の主権の及ばない外国にある在外教育
施設で学ぶ児童生徒が日本国民に相応しい教育を
行うために必要となる教員の確保に必要な経費

民間団体等 6,899 未来の日本を創る心豊かでたくましい子どもを社会
全体で育むため、学校等を活用した子どもたちの居
場所を整備し、地域の大人の教育力を結集して、子
どもたちの放課後や週末におけるスポーツや文化活
動などの体験活動や地域住民との交流活動等を支
援するための経費

民間団体 3,600 産学官連携を推進する際に不可欠な各種専門知識
を有する人材を大学の共同研究センターや独法国
研のニーズに対応して派遣し、公的研究機関の研究
成果の社会還元機能の強化を図るための経費

都道府県、民間団体 2,625 人生の各段階の要請にこたえ、新たな観点から家庭
教育、学校教育、社会教育など各分野の広範囲の
教育・学習の体制や機会を総合的に整備することを
目的とする等のための経費

教育研究団体等 1,858
授業におけるIT活用の飛躍的な推進を図るため、全
国共通の課題である、高速回線を活用した教育方
法、教育用コンテンツを活用した教育方法、情報化
の影の部分への適切な対応等のソフト面の課題に
ついての研究を行い、その成果を広く全国に公開
し、IT教育の深化・定着を図ること等のための経費

子どもたちが悩みや不安を気軽に相談できる話し相
手、学校と保護者・地域とのパイプ役、保護者の相
談相手として、地域の人材を「子どもと親の相談員」
として公立小学校に配置し、教育相談体制の充実を
図ること等のための経費

上記以外の委託費

委託費（科学技術試験研究委託費を除く）の計 63,035

独立行政法人
運営費交付金

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人理化学研究所 69,192
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人海洋研究開発機構 30,713
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人日本学術振興会 29,841
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付
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内容 相手先 金額 支出目的

独立行政法人
運営費交付金

独立行政法人物質・材料研究機構 16,245
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人放射線医学総合研究所 13,519
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人日本芸術文化振興会 12,053
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人日本学生支援機構 11,981
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人日本学生支援機構 11,025
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人防災科学技術研究所 7,549
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人国立博物館 5,955
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人国立美術館 5,158
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人日本スポーツ振興センター 5,085
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人国立青年の家 4,105
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人国立少年自然の家 4,036
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合セン
ター

3,971
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人国立科学博物館 3,383
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人文化財研究所 3,215
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人メディア教育開発センター 2,507
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人大学評価・学位授与機構 2,189
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人教員研修センター 2,106

４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
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内容 相手先 金額 支出目的

独立行政法人
運営費交付金

独立行政法人国立国語研究所 1,321
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人国立特殊教育総合研究所 1,178
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人国立女性教育会館 718
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人国立大学財務・経営センター 562
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

独立行政法人大学入試センター 306
独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第
４６条による、独立行政法人に対し、その業務の財
源に充てるために必要な金額の全部又は一部に相
当する金額を交付

　

独立行政法人運営費交付金の計 551,117

国立大学法人等
運営費交付金

国立大学法人（８９法人）、大学共同利用機関法人
（４法人）

1,242,172
国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）第３５条
において準用する独立行政法人通則法（平成１１年
法律第１０３号）第４６条による、国立大学法人等に
対し、その業務の財源に充てるために必要な金額の
全部又は一部に相当する金額を交付

国立大学法人等運営費交付金の計 1,242,172

交付金

財団法人核物質管理センター 1,443 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関す
る法律第61条の23の10により、指定保障措置検査
等実施機関に対し、保障措置検査等実施業務に要
する費用を交付

都道府県 721 地方公共団体の防災計画の策定等に資するために
地震に関する調査及び研究の推進に必要な経費を
交付

財団法人高輝度光科学研究センター 637 特定放射光施設の共用の促進に関する法律第19条
により、高輝度光科学研究センターに対し、供用業
務及び支援業務に要する費用を交付

都道府県 211 都道府県教育委員会が、当該年度の公立文教施設
整備事業の実施に関して適正に事務を処理するた
めに必要な経費を交付

上記以外の交付金
1

交付金（独立行政法人運営費交付金及び国立大学法人等運営費交付金を除く）の計 3,015

交付金の計 1,795,086
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内容 相手先 金額 支出目的

分担金

日米教育委員会、経済協力開発機構 445
教育交流計画に関する日本国政府とアメリカ合衆国
政府との間の協定第８条第２項による分担金他

米国国立科学財団 183

国際深海掘削計画（ODP)参加に必要な分担金

世界知的所有権機関、 82
文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条
約第２５条による分担金他

文化財保存修復研究国際センター

経済協力開発機構 66
経済協力開発機構条約第２０条第２項による分担金

世界知的所有権機関、 29
文学的及び美術的著作物の保護に関するベルヌ条
約第２５条による分担金他

文化財保存修復研究国際センター

上記以外の分担金
0

分担金の計 807

拠出金

国際ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム
推進機構

2,163 国際ヒューマン・フロンティア・サイエンス・プログラム
推進機構が研究グラント等の事業を実施するために
必要な経費の拠出

ユネスコ本部、OECD等 1,507
国際機関等における教育分野等の活動の促進に必
要な経費の拠出他

ユネスコ本部、国際連合大学 472
開発途上国における教育事業の促進及び国連大学
との共同研究等に必要な経費の拠出

国際科学技術センター 74
国際科学技術センターの地球規模問題研究の実施
に必要な経費の拠出

世界知的所有権機関 48 世界知的所有権機関の途上国開発協力プログラム
に基づく主にアジア地域諸国を対象とした著作権制
度の整備・普及事業に必要な経費の拠出

上記以外の拠出金
70

拠出金の計 4,336

助成金

重要無形文化財保持者 226
重要無形文化財を保存するために伝承者の養成及
び保持者の技の練磨向上に要する経費の一部を重
要無形文化財保持者（いわゆる人間国宝）に対して
助成

助成金の計 226

委託費等の合計 1,905,735
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３．資産・負債差額増減計算書の内容に関する明細

（１）主管の財源の明細 （単位：百万円）
部 款 項 金額

雑収入 国有財産利用収入 国有財産貸付収入 207
国有財産使用収入 33
小計 240

納付金 （独）教員研修セン
ター納付金

602
　

（独）日本スポーツ
振興センター納付

110
　

小計 712
諸収入 許可及手数料 25

弁償及返納金 5,670
物品売払収入 2
雑入 1,289
小計 6,987

合計 7,941

（２）無償所管換等の明細 （単位：百万円）
区分 相手先 金額 資産等の内容 所管換等の理由 備考

　 財務省 1,421 土地 独立行政法人への 国有財産
　 現物出資のため

財務省 1,731 土地、立木竹、 文化財保護のため 国有財産
建物

国立学校特別会計 54,823 土地、立木竹、 国立大学特別会計の廃止 国有財産
　 建物、工作物 に伴う未使用財産の引継

財産の無償所管換等 国立学校特別会計 2 車両等 国立学校特別会計の廃止 物品
（受） のため（物品の有効活用）

特定国有財産整備 5,814 立木竹、建物、 独立行政法人への 国有財産
特別会計 工作物 現物出資のため
特定国有財産整備 4,100 土地、立木竹、 庁舎等の管理に 国有財産
特別会計 工作物 必要なため
日本育英会 802 土地、工作物 新法人移行に伴う 国有財産

未使用財産の引継
九州国立博物館 2,209 立木竹、建物、 寄付受 国有財産
設置促進財団 工作物
独立行政法人等 11,480 試験及び 所有権移転等のため 物品

測定機器等
合計 82,387
財務省 △ 315 土地、立木竹、 合同宿舎整備のため 国有財産

工作物 　
財務省 △ 54,190 土地、立木竹、 国立大学特別会計の廃止 国有財産

建物、工作物 に伴う未使用財産の引継
財務省 △ 802 土地、工作物 新法人移行に伴う 国有財産

未使用財産の引継
法務省 △ 1 車両 物品の有効活用のため 物品

財産の無償所管換等 防災科学技術研究所 △ 18,536 建物、工作物 独立行政法人への 国有財産
（渡） 　 現物出資のため

国立国語研究所 △ 7,236 土地、立木竹、 独立行政法人への 国有財産
　 建物、工作物 現物出資のため
国立高等専門学校機構 △ 3,005 立木竹、建物、 独立行政法人への 国有財産

工作物 現物出資のため
国立美術館 △ 12,299 建物、工作物 独立行政法人への 国有財産

現物出資のため
国立博物館 △ 13,554 立木竹、建物、 独立行政法人への 国有財産

工作物 現物出資のため
情報・システム △ 33 航空機 大学共同利用機関法人 国有財産
研究機構 への現物出資のため
合計 △ 109,977

 国立国語研究所 10,614 出資金 独立行政法人への 政府出資
現物出資のため

防災科学技術研究所 18,536 出資金 独立行政法人への 政府出資
現物出資のため

国立美術館 12,299 出資金 独立行政法人への 政府出資
現物出資のため

国立博物館 13,554 出資金 独立行政法人への 政府出資
現物出資のため

海洋科学技術センター △ 98,779 出資金 法人解散に伴う出資金の 政府出資
減

海洋研究開発機構 84,210 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資
増

日本学生支援機構 100 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資
増

出資金の増減額 国立大学 9,601 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資
財務・経営センター 増
大学評価・ 7,470 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資
学位授与機構 増
メディア教育開発 4,838 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資
センター 増
国立高等専門学校機構 275,380 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資

増
国立高等専門学校機構 3,005 出資金 独立行政法人等への 政府出資

現物出資のため
国立大学法人　 5,878,724 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資
８９法人 増
大学共同利用機関法人　 187,736 出資金 新法人設立に伴う出資金の 政府出資
４法人 増
合計 6,407,295 合計

特定国有財産整備特別会計への
前渡不動産減少額

財務省 △ 2,772 土地、建物 特定国有財産整備

特別会計への前渡不動産

特定国有財産整備特別会計
への繰入

財務省 2,308 特定国有財産整備 特定国有財産整備特別会計法

特別会計への繰入 第３条の規定による繰入

未払金の承継
国立学校特別会計 △ 98 未払金 国立学校特別会計の 未払金

廃止のため

退職給付引当金の承継
国立学校特別会計 △ 783,821 退職給付引当金 国立学校特別会計の 退職給付引当金

廃止のため

整理資源に係る退職給付引当金の
再計算に係る差額

△ 48,554 退職給付引当金 整理資源に係る退職給付 退職給付引当金

引当金の再計算に係る差額

実測と帳簿との差額
514 土地 測量による数量の増減 国有財産

合計 5,547,281
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４．区分別収支計算書の内容に関する明細

（１）主管の収納済歳入額の明細 （単位：百万円）
部 款 項 金額

雑収入 国有財産利用収入 国有財産貸付収入 207
国有財産使用収入 33
小計 240

納付金 （独）教員研修
センター納付金

602

（独）日本スポーツ
振興センター納付金

110

小計 712
諸収入 許可及手数料 25 　

弁償及返納金 5,609
物品売払収入 2
雑入 1,289
小計 6,927

合計 7,880

（２）その他歳計外現金・預金の明細 （単位：百万円）
金額

前年度末残高 257
本年度受入 101 　
本年度払出 54
本年度末残高 303
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　 参考情報

機会費用
・産業投資特別会計から施設整備として無利子の財源として受け入れた受入金に係る機会費用は以下のとおりです。

    １４，６４７百万円（「特別会計繰戻未済金」の年度末残高）×１．３２０％＝１９３百万円

公債関連情報
○．公債関連情報

　 該年度の利払費は以下のとおりです。
　
　 ・ 会計年度末の公債残高 　　　　 億円
　 ・ 当該年度に発行した公債額 　　　　 億円

・ 当該年度の利払費 　　　　 億円

　 額を基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりです。

・ 億円
・ 億円
・ 億円

　 基礎として各省庁に配分を行った場合、当省に配分される額は以下のとおりです。

・ 億円
・ 億円
・ 億円

会計年度末の公債残高のうち当省配分額
当該年度に発行した公債額のうち当省配分額

② 財務省において計上されている①の計数を各省庁の一般会計の資産額並びに公債発行対象経費及び歳出決算

会計年度末の公債残高のうち当省配分額 296,814
当該年度に発行した公債額のうち当省配分額
当該年度の利払費のうち当省配分額

30,988
4,247

一般会計の公債の発行・管理は財務省の所掌する業務であるため、公債及び利払費等については財務省に計上
されております。しかし、各省庁の業務実施の財源の一部は公債で調達されていることから、各省庁の負担と考えられ
る公債関連の計数を複数の仮定計算に基づき算定し、公債関連情報として開示しております。

① 財務省において計上されている会計年度末の公債残高、当該年度に発行した公債残高（借換債を除く。）及び当

当該年度の利払費のうち当省配分額

354,899
69,347

311,359
30,988
4,454

4,793,793

③ 財務省において計上されている①の計数を各省庁の資産・負債差額並びに公債発行対象経費及び歳出決算額を
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